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太陽光発電に対するフィード・イン・タリフの
買取費用：ドイツ型と日本型の比較

竹濱　朝美＊

　本稿は，日本の太陽光発電に対して，feed-in-tariffs（フィード・イン・タリフ：固定価格買取補償
制，以下，FITと記す）を導入する場合について，その費用を試算した。第一に，日本の住宅用太陽光
発電にFITを導入する場合について，買取費用，原油輸入節約額，排出権購入費用の節約額を試算し
た。第二に，ドイツ型FITとの比較に基づいて，電力集中企業に対するFIT分担金の軽減措置（特恵）
の条件を考察した。第三に，産業用・公共用システムをも含めてFITを実施する場合について，〈高買
取価格・急速逓減率〉型FITと〈低買取価格・緩やか逓減率〉型FITの二つについて，買取費用を比
較した。考察から，次の点を確認した。
　１）ドイツのEEG（再生可能エネルギー法，Erneuerbare-Energien-Gesetz）の考察から，ドイツ並
みの普及量を実現するには，収益率（システム価格に対する売電収入の比率）を１０％程度にするよう
な買取価格が必要である。反対に，収益率が１０％をこえる買取価格は，太陽光発電設置容量の過熱状
態を招く危険がある。
　２）買取価格と逓減率は，単年度方式ではなく，３年程度先まで予告されることが必要である。買
取価格と逓減率が単年度ごとに決定される方式では，再生可能エネルギー投資を拡大することができ
ない。制度の継続性と投資安全性が投資の拡大に不可欠である。
　３）FIT実施に伴う買取費用（FIT買取補償額）の３０～４０％は，原油輸入費用の節約およびCO2排出
権購入費用の節約分によって回収することができる。
　４）電力集中型企業に対する特恵は，年間購入電力量の大きい企業に認める必要がある。特恵条件
を，「付加価値額に占める購入電力量の比率が１０％以上」などの比率で設定すると，特恵を受けるのは
主に中小企業になる。付加価値額が大きく，自家発電比率が低い企業は，FIT分担金の負担が大きく
なる。
　５）〈高買取価格・急速逓減率〉型FITでは，たとえ逓減率を急速に低下させても，FIT買取補償額
の負担が大きい。〈高価格買取・急速逓減率〉FITと〈低価格・緩やか逓減率〉FITの中間の買取価格，
逓減率を採用するのが望ましい。電力消費者が負担するFIT分担金は，２０２０年には，０.９～１.１（￥
/kWh）になる。
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１　分析の目的と方法

　本稿は，日本の太陽光発電に対して，ドイツ

型のfeed-in-tariffs（フィード・イン・タリフ：

固定価格買取補償制，以下，FITと記す）を導

入する場合について，その費用を試算する。

　第一に，日本の住宅用太陽光発電にFITを導

入する場合について，買取費用，CO２排出回避

効果，原油輸入節約額，排出権購入費用の節約

額を試算する。第二に，ドイツ型FITとの比較

に基づいて，電力集中企業に対するFIT分担金

の軽減措置（特恵）について，条件を考察する。

第三に，住宅用システムのみならず産業用・公

共用システムをも含めて，FITを実施する場合

について，〈高買取価格・急速逓減率〉型FITと

〈低買取価格・緩やか逓減率〉型FITの二つの

タイプの買取費用を比較する。日本国内とドイ

ツなど海外におけるシステム価格が大きくかい

離している状況を考慮して，安定的な太陽光発

電市場を成長に資するFITの買取価格と逓減率

を模索する。

　なお，本稿で太陽光発電者という場合，商業

的な発電事業だけでなく，家庭や個人，団体に

よる太陽光発電行為を含めている。同様に，太

陽光発電への投資という場合，営利目的での発

電事業への投資だけでなく，家庭や団体が太陽

光発電行為に資金を投じることも含めている。

２　日本における住宅用太陽光発電の 

大量導入シナリオ

２．１　住宅用太陽光発電の導入目標

　日本の住宅用太陽光発電にFITを導入し，太

陽光発電を大量普及させるシナリオについて買
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取費用を試算する。産業用・公共用システムを

含めた日本の太陽光発電の目標導入量を，２０２０

年には現在水準の約２０倍，２０３０年に約４０倍にす

ると設定し，このうち住宅用太陽光発電を２０２０

年に目標導入量の５割，２０３０年に導入目標量の

４割に導入する。住宅用太陽光発電の目標導入

量は，２０２０年までに１８.５GW，２０３０年には３１.６ 

GWと設定した（図１）。「低炭素社会構築に向

けた再生可能エネルギー普及方策について（提

言）」は，日本の太陽光発電の導入目標を，２０２０

年には３７GW（１GW＝１０００kW），２０３０年に７９ 

GWと設定している。この数字を参考に，導入

目標を設定した（低炭素社会構築に向けた再生

可能エネルギー普及方策検討会，２００９）。

　日本の太陽光発電の累積設置容量は，２００７年

現在で１.９２GWである（IEA-PVPS，２００９）。こ

のうち１.６GW程度が住宅用太陽光発電であり，

累積設置容量の約８割が既設住宅の太陽光発電

であると推定する。今後は，住宅用システムは

図１　住宅用太陽光発電の導入シナリオ，２０２０年１８.５ 
GW，２０３０年３１.６GW導入目標

出典：太陽光発電協会，日本における太陽電池出荷量
の推移。IEA-PVPS, 2009, Trends in Photovoltaic 
Applications, Survey report of selected IEA 
countries between 1992 and 2008. IEA
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２０２０年に累積設置容量の５割，２０３０年には累積

設置容量の４割を満たすことで，目標量を達成

すると仮定した１）。

　住宅用太陽光発電の設置容量は，２０２０年の

１８.５GW，２０３０年の３１.６GWの目標導入量に向か

って，ほぼ直線的に増加させる。通常，導入容

量は指数関数的に増加するが，FIT制を導入す

る場合は，スペインや２００９年のドイツに見られ

るように，きわめて急激な普及を遂げる。FIT

は政策的に創出された市場だからである。ここ

では，導入目標量に向けて，累積設置容量をほ

ぼ直線的に増加させるという仮定で試算する。

２．２　住宅用太陽光発電に対するFITの買い

取り条件

　住宅用太陽光発電に対するFIT買取条件を，

次のとおりに設定した。

　①買取対象は１０kW以下の住宅用太陽光発電

システムとし，余剰電力に限定せず，発電量全

量を買い取る。FIT制は２０１０年から買取を開始

し，２００９年までに太陽光発電を設置済みのシス

テムであっても，２０１０年に新規設置したものと

みなして，２０１０年の買取価格（tariff）を適用す

る。

　②買取期間は，運転開始後２０年とする。２００９

年までに設置済みのシステムからは，買取期間

を１０年とした。

　③２０１０年の買取価格は６０円／kWhとする。

買取価格は全国一律とした。これによって，２０

年間の売電収入が設置時点で確定し，初期投資

の回収について，予見可能性をほぼ１００％与え

る。

　④新規設置システムの買取価格は，設置が一

年遅れるごとに逓減させる。最初の四年間は，

設置が一年遅れるごとに買取価格を毎年６％で

太陽光発電に対するフィード・イン・タリフの買取費用：ドイツ型と日本型の比較（竹濱朝美） 3

逓減させ，次の４年間は年８％，次の４年間は

毎年９％で逓減する。２０１１年に新規設置のシス

テムに対する買取価格は，５６.４円／kWhとな

る。

　⑤家庭用電力料金は，２０１０年２４円／kWhを

想定し，年０.５％で電気料金が値上がりすると

仮定した。これにより電気料金は，２０２１年に

２５.３５円／kWhとなる。他方，２０２１年に，買取

価格は２４.５円／kWhとなり，家庭用電気料金よ

りも安くなる。２０２１年に，FIT買取価格はgrid 

parity（グリッド・パリティ，電気料金同等）と

なる。

　⑥grid parityとなった以後も，２０２５年まで

FITを継続する。ただし，２０２２年以降に設置し

たシステムからは，余剰電力のみ買い取る。余

剰電力と自家消費の割合は，半々とした。

　⑦総電気消費量は，「長期エネルギー需給見

通し」の「最大導入ケース」の発電電力量（電

気事業用）の推移と同じ変化率で，電気事業用

電力需要が推移すると仮定した（総合資源エネ

ルギー調査会・需給部会，２００８）。「長期エネル

ギー需給見通し・最大導入ケース」では，２０２０

年から２０３０年にかけて，発電電力量は１２％減少

する。これに準じて，電力消費量も１２％減少す

ると仮定した。電力消費量が２０２０年水準のまま

推移する場合に比べて，電力消費量が２０２０年以

降，減少する場合，１kWhあたりのFIT分担金

が高くなる。

　⑧２００９年までに設置されていた既存システム

からの買取費用は，大きな負担である。２００９年

末で，住宅用システムの累積設置容量が約２

GWになると予測すると，既存システムからの

買取だけで，毎年１２００億もの買取費用を要す

る。今回のシナリオでは，既存システムからの

買取は１０年にとどめ，２０１０年に新規設置のシス



テムからのみ，２０年間の買い取りを行う２）。

　⑨買取価格については，システム費用の回収

年数１０年，あるいは，年間売電収入がシステム

価格の１０％程度を実現するように設計した。現

在のシステム費用は，新築住宅用で約５２万円／

kWp，既築住宅で約６３万円／kWpで，一部の大

量生産メーカーおよび住宅メーカーの新築用シ

ステムでは，５０万円／kWpの価格も見られる。

回収年数１０年を実現するには，５２円～６０円／

kWhの買取価格が必要となる。他方，日本に

おける住宅用システムの新規設置容量の約８割

は既築住宅である。既築住宅用システムで，回

収年数１０年を実現する買取価格が必要である。

　年６％の逓減率により，６０円／kWhで開始

しても，５５円／kWhで出発しても，買取価格は

約１年の違いにとどまる。また FIT開始当初

は，取り付け工事を行う設置業者側の供給力が

需要に追いつかない可能性がある。この点を考

慮して，２０１０年の買取価格は，６０円／kWpで開

始する。

　⑩前述のとおり，太陽光発電の大量普及のた

めには，FITだけで，最低でも１０年の回収年数

を実現することが必要である。自治体レベルの

助成金は，付加的支援と位置づけるべきであ

る。その理由は，助成金が無い自治体も存在す

ること，自治体の予算には限界があり，需要が

予算枠を超過する場合は，補助を受けられない

家庭がでるためである。大量の新規設置を実現

するには，太陽光発電を設置する家庭が等しく

約１０年で，設置費用を回収できるミニマムの条

件を確保することが必要である。

　⑪国補助金を除外して，FITだけで回収年数

１０年となるように買取価格を設定した。その理

由は，第一に，大量の新規設置を進めていけ

ば，現行の国補助金を続けることは，数年のう
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ちに財政的に困難になると考える。第二に，

２００５年に新エネルギー財団の補助金が廃止され

た事実に示されるように，単年度会計方式の国

補助金は，支援規模と継続性に保証がないから

である。再生可能エネルギーの支援制度が普及

効果をあげるために重要なのは，制度の安定

性，継続性，投資家にとっての予見可能性であ

る。支援制度のstop and go，あるいは支援制

度の縮小，廃止，中断は，制度に対する投資者

の信頼を損ない，普及及効果を低くする

（Commission of the European Communities，

２００８；２００９）。

２．３　住宅用太陽光発電からのFIT買取補償

額，およびFIT超過負担額

　①目標導入量に向けて住宅用太陽光発電を導

入する場合の買取費用を試算する。FIT実施に

よって純粋に追加的に発生する負担は，［FIT

買取補償額－火力発電燃料費＝FIT超過負担

額］である。このFIT超過負担額が，電力消費

者が等しく負担すべきFITの買取費用となる。

　②FIT買取補償額および超過負担額の試算結

果を示す。FITの買取期間は２０年としたため，

初年度の２０１０年に新規設置したシステムからの

買取が終了するのは２０２９年であり，FITの買取

補償額が減少を始めるのは，２０３０年からであ

る。火力発電燃料費として，石炭発電燃料費

￥５／kWhをFIT買取補償費から差し引いて，

FIT超過負担とした。

　③FIT超過負担額は，２０１５年には約４９３０億円，

２０２０年には約６０３０億円，２０３０年には６２００億円程

度になる。２０１９年には，２００９年までに住宅用シ

ステムを設置済みの世帯から，￥６０／kWhで１０

年間の買取が終了するため，FIT買取補償額お

よびFIT超過負担額は，一旦，減少する（図２）。



２．４　１kWhあたりのFIT分担金，電力集中

型企業に対する特恵の影響

　①電力消費者の FIT分担金は，電力消費１

kWhあたりの超過負担額である。すべての電

力消費者がFIT超過負担を均等に負担する場

合，FIT分担金は，２０１５年に０.５円／kWh，２０２０

年には０.６円／kWh，２０２５年には０.７円／kWh，

２０３０年には，０.７円／kWhとなる。最高額は

２０２９年の０.８円である。これ以後は，買取期間

を満了するシステムが出るため，FIT超過負担

額は減少する（図３）。

　②ドイツは，電力集中型企業および鉄道企業

に対して，FIT分担金を減免している。２００８年

のデータでは，ドイツの最終電力消費量の約

１６％に特恵を認めている（BMU，２００４，２００８）。

ドイツの特恵制度の実績を参考にして，最終電

力消費量の１５％に特恵を行う場合の影響を試算

すると，２０１５年の FIT分担金は，約０.６円／

kWh，２０２０年には約０.７円／kWh，２０２５年には

約０.８５円／kWh，２０３０年には約０.８円／kWhと

なる。最高額は２０２９年の０.９円／kWhである

（図３）。
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　③特恵実施によるFIT分担金の増加額は小さ

なものである。分担金の増加額は，２０１５年で

０.０９円／kWh，２０２０年で０.１円／kWh，２０２５年に

０.１３円／kWh，２０３０年には０.１３円／kWh，最大

でも，２０２９年の０.１４円／kwhである。電気消費

量の世帯当たり平均（一か月に４６７kWh）でみ

れば，一世帯あたり特恵実施により，月に６３円

の追加負担が発生するにとまる。最終電気消費

量の１５％程度であれば，特恵による家庭への影

響は軽微である。

　以上から，日本企業の国際競争力を維持する

ために，電力集中企業に特恵を与えることは必

要であり，許容できるものである。また，CO２

排出削減に向けて，自動車輸送から鉄道輸送に

転換を進めるためにも，特恵は必要である。

２．５　一か月あたりの家庭のFIT分担金

　①家庭のFIT分担金を試算する。一月あたり

の家庭のFIT分担金は，図４のとおりである。

図３　電力消費１kWhあたりFIT分担金，電力集中型
企業に対する特恵を与える場合

注）住宅用太陽光発電に対するFIT導入による電力消
費者のFIT分担金（１kWhあたり）。

　　電力集中型企業に対して特恵を実施する場合と実
施しない場合のFIT分担金の比較。特恵実施は，
最終電気消費量の１５％に対して，FIT分担金の負
担を免除した場合について，一般電力消費者の
FIT分担金を示す。

図２　住宅用太陽光発電からのFIT買取補償額，FIT
超過負担額の推移

注）電力消費者に対するFIT超過負担額は，実際には，
買い取りの翌年に請求される。



日本の世帯は２００７年に，年間約５６００kWhの電

力を消費している（日本エネルギー経済研究

所，２００９，p.９５）。FIT実施に伴う費用をすべて

の電力消費者が均等負担する場合，月４６７kWh

消費する世帯（年間５６００kWh消費の世帯）で

は，FIT分担金は，２０１５年分で２３８円，２０２０年分

で２９１円，２０２５年分で３４０円，２０３０年で３３７円と

なる。

　②ドイツ環境省（BMU）は，年３５００kWhを

消費する標準モデル世帯として，EEG分担金

（FIT分担金に相当するもの）を開示している

（BMU，２００９a）。ドイツとの比較の便宜のため

に，年３５００kWh（月２９２kWh）を消費する世帯

のFIT分担金を示すなら，１ヶ月のFIT分担金

は，２０１５年分で１４９円，２０２０年分で１８２円，２０２５

年で２１３円，２０３０年分で２１１円となる。最高額

は，２０２９年の３５７円／kWhである。ただし，こ

こでのFIT分担金は，電力集中消費型企業に対

する減免を行わない場合である。
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　③新規設置システムからの買取価格は，毎

年，６％～９％で逓減する。しかし，運転開始

したシステムからの買取は２０年間続くため，あ

る年の１kWhあたりのFIT平均買取費用は，新

規システムに対する買取価格とは異なるものに

なる（FIT平均買取費用）。FIT買取価格は逓減

制により急速に低下し，前述のとおり，２０２１年

には，家庭用電気料金よりも低くなる。しか

し，太陽光発電１kWhあたりの平均買取価格

は，FIT買取価格よりもはるかに緩やかに低下

する（図５）。FITにおいては，買取費用の負担

は非常に長期に及ぶことが特徴である。

２．６　住宅用太陽光発電に対するFIT導入に

よるCO２排出回避量

　①住宅用太陽光発電にFITを導入した場合の

CO２排出回避量を試算する。太陽光発電は，化

石燃料火力発電のすべて（石炭火力，石油火

力，天然ガス）と代替するものとする。原子力

発電とは代替させない３）。

　②化石燃料火力発電との代替は，２００７年の電

力会社１０社の汽力発電用燃料実績（「平成１９年

度会社別汽力発電用燃料実績」，電気事業連合

図５　FIT買取価格，FIT平均買取価格，電気料金の
予測

図４　世帯あたり一ヶ月のFIT分担金（円／月）
注）一月に４６７kWh（年５６００kWh）は，日本の電力消
費量の世帯平均値。一月に２９２kWhを消費する世
帯（年間３５００kWhの消費）は，モデル世帯。電力
集中型企業に対する特恵は行わず，すべての電力
消費者がFIT超過負担額を均等に負担する場合の
分担金の金額を示す。



会統計委員会，２００８）に基づいて，石炭火力，

石油火力（重油，原油），LNG汽力，LNG複合

発電と代替させるものとした。化石燃料の使用

割合は，燃料源別に発熱量換算して，次のとお

りであった（２００７年，燃料消費実績）。

石炭３１.６％，重油１０.４％，原油９.５％，LNG 

４８.５％（発熱量換算，以上で合計１００％）

　LNGの消費量は，LNG汽力発電とLNG複合

発電がそれぞれ５０％，５０％と仮定した。燃料消

費量（発熱量換算）のシェアに応じて，各発電

方式のCO２排出量に重み付けをおこなった。計

算には次のデータを用いた（新エネルギー・産

業技術総合開発機構，２００５）。

　　石炭火力発電９７５.２（g-CO２／kWh）　　

　　石油火力発電７４２.１（g-CO２／kWh）

　　LNG汽力発電６０７.６（g-CO２／kWh）　

　　LNG複合発電５１８.８（g-CO２／kWh）

　　太陽光発電５３.１（g-CO２／kWh）

［９７５.２（g-CO２／kWh）×０.３１６］＋［７４２.１（g-

CO２／kWh）×０.１０４］＋［７４２.１（g-CO２／

kWh）×０.０９５］＋［６０７.６（g-CO２／kWh）×

０.４８３×０.５］＋［５１８.８（g-CO２／kWh）×０.４８５

×０.５］＝７２８.９（g-CO２／kWh）

発電端投入熱量でみた化石燃料のCO２排出

量＝７２８.９（g-CO２／kWh）

［化石燃料CO２排出量］－［太陽光発電CO２

排出量］＝［太陽光発電CO２排出回避量］

７２８.９（g-CO２／kWh）－５３.４（g-CO２／kWh）

＝６７５.５（g-CO２／kWh）

太陽光発電による CO２排出回避量＝６７５

（g-CO２／kWh）

　③住宅用太陽光発電による CO２排出回避量

は，CO２換算で，２０１０-２０１５年期間で２６４７万ト

ン，２０１６-２０２０年期間で５０３０万トン，２０２１-２０２５

年期間で６４４２万トン，２０２６-２０３０年期間で６８２７
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万トンになる。２０１０年から２０４４年のFIT終了ま

での全期間で，累計２億８９２４万トンの回避がで

きる（図６）。

２．７　FIT導入による原油輸入節約量

　①住宅用太陽光に対するFIT導入に伴う原油

輸入の節約量を試算する。原油節約量は，太陽

光発電１kWh当たりの原油換算量＝０.２４３２４

（リットル／kWh）で計算した。計算の前提条

件は，下記のとおりである（新エネルギー・産

業技術総合開発機構，１９９８，p.９）。

［太陽光発電の年間原油節約量］（リットル

／年）＝［太陽光発電の年間発電量］（kWh

／年）×［原油換算係数］（kcal／kWh）÷

［原油発熱量］（kcal／リットル）。

太陽電池アレイ出力１kWあたりの年間発

電量：１０００（kWh／年）

原油換算係数：２２５０（kcal／kWh）（［原油

換算係数２２５０kcal／kWh］は，火力発電に

おける熱効率３８.１％（１９７１-１９９９年平均）の

図６　住宅用太陽光発電に対するFIT導入によるCO２
排出回避量

注）既存システムからの１０年買取の場合。太陽光発電
の電力は化石燃料火力発電とのみ代替し，原子力
発電とは代替しない。CO２排出回避効果は，太陽
光発電１kWhについて，６７５g-CO２／kWh。



発電端投入熱量である。）

原油発熱量：９２５０（kcal／リットル）。

１kWシステムの年間原油節約量＝１０００

（kWh／年）×２２５０（kcal／kWh）÷９２５０

（kcal／リットル）＝２４３.２４（リットル／年）

太陽光発電１kWhの原油換算量＝２４３.２４

（リットル／年）÷１０００（kWh／年）＝

０.２４３２４（リットル／kWh）

　太陽光発電の原油換算量を０.２４３２４（リット

ル／kWh）と換算すれば，２０１０-２０２０年の期間

に，原油輸入節約量は，２７６億６９００万キロリッ

トル，２０２１-２０３０年の期間に，原油輸入節約量

は，４７８億１９００万キロリットルになる。

　②２００４年の発熱効率，発電用原油の発熱量で

算定した場合の原油輸入節約量を試算する。資

源エネルギー庁は，２００４年における火力発電の

発電効率と発電端投入熱量，発電用原油の標準

発電量を発表している（資源エネルギー庁，

２００７）。これらのデータを採用する場合，太陽

光発電の原油換算量は，０.２２３６（リットル／

kWh）となり，前項の原油換算量よりも若干小

さくなる。

一般電気事業者の火力発電の発電効率

（２００４年）：４０.８８％

発電端投入熱量（２００４年）：８.８１（MJ／

kWh）＝２１０４.２（kcal／kWh）

発電用原油の標準発熱量（２００３年-２００５

年）：３９.４（MJ／リットル）＝９４１０.５（kcal／

リットル）

１MJ＝２３８.４６kcal，国際定義。発電用原油

は，国際標準原油の発熱量３８.７２１（MJ／リ

ットル）よりも高い。以上のデータに基づ

き，１kWhあたりの太陽光発電の原油換

算量は，

２１０４.２（kcal／kWh）÷９４１０.５（kcal／リッ
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トル）＝０.２２３６（リットル／kWh）

１kWhあたり原油換算量０.２２３６（リットル

／kWh）を用いて原油輸入節約量を計算す

れば，住宅用太陽光発電に対するFIT導入

により，２０１０-２０２０年までに，２５４億３５００万

リットルを節約できる。２０２１-２０３０年まで

に，４３９億５８００万リットルの原油輸入を節

約することができる。

２．８　FIT導入による原油輸入費用の節約

　①太陽光発電の発電量によって石油火力発電

を代替させる場合について，FIT実施に伴う原

油輸入費用の節約額を試算する。ただし，原油

輸入節約効果は，原油価格によって大きく左右

される。原油価格は，２００８年の平均価格９０.５ド

ル／バレル～２００９年１０月２０日，８０ドル／バレル

であった。ここでは次の三つのケースを比較し

た。ケース１：原油輸入価格が，２０１０年の８０ド

ル／バレルから，年３％で値上がりを続ける場

合（名目）。ケース２：原油輸入価格が３８ドル

／バレルで推移する場合。ケース３：原油輸入

価格が９０ドル／バレルで安定推移する場合。太

陽光発電の原油換算量は，０.２４３２４（リットル／

kWh），１ドル＝￥９０換算とした。

　②２０１０年時点でも，原油が８０ドル／バレルで

あれば，FIT買取補償額の１８％を，原油が９０ド

ルであれば，FIT買取補償額の２１％を回収する

ことができる（図７）。原油価格が８０ドルから

年３％で上昇する場合には，２０１５年には，FIT

買取補償額の２５％を，２０２０年には，FIT買取補

償額の３６％を，原油輸入節約分により回収する

ことができる。

　④原油が年３％で上昇を続ける場合，２０２０年

の原油価格は，１０７.５ドル／バレルになる。１００

ドル／バレルは，既に２００８年に現実の数字にな



っているため，原油価格が１００ドル／バレルを

越すことは過大な想定ではない。原油が８０ドル

／バレルから毎年３％値上がりする場合，原油

輸入節約効果により，２０１０年から２０１５年まで

に，合計で４７５３億円を節約することができる。

２０１６年から２０２０年までに，１兆４５８億円もの資

金流出を防ぐ効果がある。また，原油が１バレ

ル９０ドルのまま推移しても，２０２０年には，FIT

買取補償額の３０％を取り戻すことができる。

　⑤以上から，原油価格が高水準で推移する場

合，FITを実施しても，買取コストのかなりの

部分を取り戻すことができる。反対に，原油が

３８.６ドル／バレルの場合は，原油輸入節約効果

は，２０１５年のFIT補償額の１０％，２０２０年のFIT

補償額の１３％にとどまる。この試算から，原油

輸入節約額は非常に変動が大きいことを確認す

る。
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２．９　FIT導入によるCO２排出権取得費用節

約効果，原油輸入費用の節約効果，

FIT収支

　①太陽光発電による排出権購入費用の節約効

果を算定する。太陽光発電によりCO２排出を回

避することができれば，排出権購入によって資

金の海外流出を回避できる。CO２二酸化炭素価

格は，The European Climate Exchange（ECX）

におけるEUA & CER Daily Futures（Spot）の

価格を参照した（http://www.ecx.eu/EUA-

CER-Daily-Futures）。実際の排出権がECXの価

格で購入されるわけではないが，ECXの価格

は，CO２価格を最も敏感に反映する取引市場の

ひとつであり，排出権価格の目安になる。

EUA& CER Daily Futuresは，２００９年３月以降

は，１０.３ユーロから１５.５ユーロで推移しており，

２００９年１０月１５日現在，CO２-トンあたり１４.２２ユ

ーロである。

　②ここでは，１４ユーロ／CO２-トン（日本円

換算１,８２０円／CO２-トン，１ユーロ＝￥１３０）で

排出権を購入する場合について，排出権購入費

用節約額を試算した。太陽光発電のCO２排出回

避量＝６７５g-CO２／kWh，太陽光発電の原油換

算量＝０.２４３２４（リットル／kWh）で試算した。

CO２排出権購入費用の節約額は，２０１０年～２０２０

年の期間に１３３５億円，２０２１年～２０３０年の期間に

２３０７億円になる。

　③排出権購入費用節約額をFIT買取補償額と

比較した（図８）。CO２排出権購入節約額は，

FIT買取補償額に比べて非常に少ない。２０２０年

でも FIT買取補償額の２％，２０３０年で３.４％，

２０４０年でも５.９％にしかならない。原油輸入節

約額と比べて，排出権購入費節約効果は小さ

く，かつ，排出権購入費の節約効果について

は，CO２の価格次第である。

図７　原油輸入の節約額とFIT買取補償額の比較
注）太陽光発電の原油換算量＝電力１kWhあたり，
０.２４３２４（リットル／kWh）。原油価格が８０ドル／
バレルから毎年３％で値上がりする場合，原油価
格が３９ドル／バレルで安定する場合，原油価格が
９１ドル／バレルで安定する場合の三つのケースを
比較した。１ドル＝９０円。１バレル＝１５８.９８７リ
ットル。



　④FIT制度に対する批判として，FITは買取

費用が高く，電気料金が値上りするとの意見が

ある。そこで，FIT制度の収支バランスを示

す。これは，節約効果である原油輸入購入費節

約額と，CO２排出権購入費節約額の二つの節約

立命館産業社会論集（第４６巻第２号）10

額の合計から，FIT買取補償額を差し引いた収

支である。FIT収支をみると，二つの節約額に

よって，２０１０年ですら，FIT超過負担額の２０％

を取り戻すことができる。２０１５年には２７％，

２０２０年には約３９％，２０２５年には４９％，２０３０年に

は５８％を，原油輸入節約分と排出権購入費節約

分によって，回収することができる。FIT導入

の実質的な費用は，FIT買取補償額よりも，は

るかに小さいと結論できる（表１，図８）。

２．１０　既設システムから２０年買取の場合，住

宅用太陽光発電におけるFIT買取費用

　２００９年時点で既に住宅用太陽光発電を設置し

ている既設システムについて，２０年間の買取を

行う場合の買取費用を試算する。前項までの１０

年間の買取との比較を示す。

　買取条件：①２００９年までに既設の住宅用太陽

光発電システムからも，新設システムと同様

に，２０年買い取る。②総電気消費量は，長期エ

ネルギー需給見通し，最大導入ケースの発電電

力量に準じて推移する。ただし，２０２０年以降

は，電力消費量は減少せず一定のまま推移する

と仮定した。③これら以外の条件は，既設シス

テムから１０年買い取りの場合と同じ条件であ

る。

表１　住宅用太陽光発電に対するFIT収支（原油輸入費用節約効果，排出権購入費の節約効果を
考慮し，原油価格が＄８０／バレルから年３％上昇の場合。既設システムから１０年買取）

比率（FIT収支／
FIT買取補償額）

FIT収支
FIT買取補
償額

排出権購入
費節約額

原油輸入費節約
（＄８０／バレル，
年３％値上）

単位＝百万円

－７３％－３,９９１－５４６０１２８１,３３９２０１５年
－６１％－４,２１２－６８５４２０２２,４３９２０２０年
－５１％－３,９１８－７６６９２５０３,５００２０２５年
－４２％－３,０４０－７１７４２４０３,８９３２０３０年
－１６％－５３８－３４４６１４７２,７６０２０３５年
３５％２８１－８１４４８１,０４７２０４０年

図８　住宅用太陽光発電に対するFIT導入の収支
注）FIT収支＝効果（CO２排出権購入費節約額＋原油

輸入費用の節約額）－費用（FIT買取補償額）。原
油価格が８０ドル／バレルから年３％で値上がりす
る場合の原油輸入節約額，および，CO２排出権価
格が１４ユーロ／CO２-トンで推移する場合の排出
権取得費用の節約額について，FIT買取補償額
（－）と比較した。太陽光発電１kWhの原油換算
量＝０.２４３２４（リットル／ kWh）。太陽光発電１
kWhあたりCO２排出回避量＝６７５g-CO２／kWh。
１ドル＝￥９０。１ユーロ＝￥１３０。原油１バレル
＝１５８.９８７リットル。



　試算結果：試算結果を示す。

　①１１年目～２０年目まで，２００９年時点での住宅

用太陽光発電の累積設置容量を２.１GW程度，初

年度買取価格を６０円／kWhとすると，既設シ

ステムからの買取補償額が毎年１２００億円以上，

追加的に必要になる（図９，表２）。

　②既設システムから２０年間買取を実施する

と，電力集中型企業に対する特恵を実施した場

合では，FIT分担金は最大で，０.１２円／kWh高

くなる。この増加分は，ごくわずかである（図

１０，表３）。

　③FIT分担金の推移は，総電力消費量が今後

一定のまま推移するか，あるいは減少するか
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で，相違がでる。既設システム１０年買取の場合

は，総電力消費量が２０２０年以降減少すると仮定

した。これに対して，既設システム２０年買取に

ついては，総電力消費量が２０２０年以降一定と仮

定した。この違いにより，２０３０年以降は，FIT

分担金は，既設システムから１０年買取のほうが

若干高くなる（図１０）。

　④原油輸入費用節約効果，および太陽光発電

によるCO２排出回避効果を石油火力発電代替と

した場合におけるCO２排出権購入費節約額を考

慮して，FIT収支を試算した。原油価格は，１

バレル８０ドルから年３％上昇を続けると仮定し

た。これは，既設システム１０年買取の場合と同

様である。

　既設システムから２０年買取の場合でも，原油

表２　住宅用太陽光発電に対するFIT買取補償額，
FIT超過負担額（既設システムから２０年買取の
場合）

FIT買取補償額
（億円）

FIT超過負担額
（億円）

５,４６０４,８３１２０１５年分
８,０９２６,９８０２０２０年分
８,９０７７,５５９２０２５年分
７,１７４６,０００２０３０年分
３,４４６２,７２８２０３５年分
８１５５８０２０４０年分

図９　住宅用太陽光発電に対するFIT買取補償額と
FIT超過負担額（既設システムから２０年買取と
１０年買取の比較 表３　既設システムから２０年買取の場合のFIT分担金

特恵実施なし，
FIT分担金

特恵実施，
FIT分担金

単位＝￥／kWh

０.１６０.１９２０１０年分
０.５００.５９２０１５年分
０.７２０.８５２０２０年分
０.７８０.９２２０２５年分
０.６２０.７３２０３０年分
０.２８０.３３２０３５年分
０.０６０.０７２０４０年分

図１０　住宅用太陽光発電に対するFIT分担金，既設シ
ステムから２０年買取と１０年買取の比較



輸入費用節約分と排出権購入費費用節約分によ

って，FIT買取補償額の３０％～４０％を回収でき

る。２０１５年時点でも，FIT買取補償額の２７％

を，２０２０年時点でも３７％を，節約効果によって

回収できる。FIT買取補償額は，実際には，こ

れら節約効果によって，かなり取り戻すことが

できる（図１１，表４）。

　⑤排出権購入費節約効果はCO２価格しだいで
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あり，節約効果は，わずかである。FIT買取補

償額は，主に原油輸入費用の節約分によって回

収することができる。

２．１１　住宅用太陽光発電に対するFITの費用

と効果

　住宅用太陽光発電の累積設置容量を，２０２０年

に現在水準の２０倍，２０３０年に４０倍にする導入目

標に対して，FITを導入する場合の費用と効果

を試算した。考察を通じて，次の点を確認し

た。

　①FITだけでシステム費用の回収年数１０年を

実現する買取価格で，２０年間の売電収入を確定

させることが，設置者の投資安全性を確保する

うえで，必要である。国補助金，自治体補助金

は付加的な支援と位置づけるべきである。買取

価格および逓減率については，３年程度先まで

情報を提示し，設置者および投資家に予見可能

性を与えることが望ましい。

　②買取価格を２０１０年の６０円／kWhで２０年間，

買い取る場合，石炭火力燃料費分を指し引いた

FIT超過負担金は，２０２０年には約６０００億円，

２０２９年には６６４０億円程度が必要である。

　③FIT分担金は，１kWhあたり２０２０年に０.６

円／kWh，最高額で２０２９年に０.８円／kWhとな

る。家庭のFIT分担金は，月２９２kWhを消費す

る家庭では，一月に２０２０年で約１８０円であり，

２０２９年には約３６０円になる。

　④電力消費量の１５％について，電力集中型企

業に対して特恵を実施する場合，FIT分担金

は，上記金額よりも，２０２０年に０.１円／kWh，

２０２９年に０.１４円／kWh高くなる。一月の家庭の

追加負担額は，６０円程度に収まる。日本企業の

国際競争力を維持するには，電力集中企業に対

する特恵が必要である。かつ，特恵に伴う家庭

表４　住宅用太陽光発電に対するFITの収支（既設シ
ステムから２０年買取の場合，原油輸入費節約
額，石油火力発電代替とした場合のCO２排出
権購入費節約額を考慮したFIT収支）

収支／FIT
買取補償額
（％）

FIT収支
（百万円）

排出権購入
費節約額
（百万円）

FIT買取補
償額
（百万円）

原油輸入節
約額（＄８０／
バレルから
年３％値上）
（百万円）

年

－８０％－１３７,７９２３,６２０－１７３,２１５３１,８０２２０１０年
－７３％－３９８,９１９１３,１５２－５４６,０１３１３３,９４２２０１５年
－６３％－５１１,４９０２３,２４７－８０９,１９０２７４,４５３２０２０年
－５４％－４７７,０７７２８,１６０－８９０,６５５３８５,４１８２０２５年
－４２％－３０３,５３４２４,５４０－７１７,４４１３８９,３６７２０３０年
－１６％－５３,５７９１５,００８－３４４,６４２２７６,０５５２０３５年
３５％２８,２２４４,９１４－８１,４６５１０４,７７６２０４０年

CO２排出回避量は，石油火力発電と代替する場合。石油換算係数＝
０.２４３２（リットル／kWh）。
原油価格が１バレル８０ドルから年３％上昇する場合。

図１１　住宅用太陽光発電に対するFIT収支（既設２０年
買取の場合。原油輸入費用節約額，石油火力発
電代替とした場合のCO２排出権購入費節約額を
FIT買取補償額から差し引いたFIT収支）



の負担増加額は，許容範囲に収まっているとい

える。

　⑤原油価格が比較的高水準で推移した場合，

FITを実施しても，FIT買取コストをかなり取

り返すことができる。原油が１バレル８０ドルで

年３％値上がりする場合，原油輸入節約分によ

り，２０２０年には FIT補償額の３６％を回収でき

る。２０１０年から２０２０年の１０年間の累積では，１

兆５２１１億円の資金流出を節約することができ

る。

　⑥CO２排出権購入費用の節約効果は，FIT買

取補償額に比べて非常に小さい。CO２排出権価

格が１４€／CO２-トンの場合，CO２排出権購入費

用節約額は，２０２０年でもFIT買取補償額の２％

にとどまる。しかし，原油輸入節約額とCO２排

出権価格の購入節約額を合計すると，２０２０年に

は，FIT補償額の４割近く，２０３０年には６割近

くを回収できる。

　⑦住宅用太陽光発電において１０年回収を実現

するには，他の再生可能エネルギーに比べて，

高い買取価格を要する。太陽光発電だけを促進

するFITを導入した場合，買取費用の負担が大

きくなる半面，発電量およびCO２削減効果を十

分に得られない。コストの社会的負担からみ

て，風力発電，バイオマス発電，地熱発電を含

めたバランスのとれたFITを導入することが必

要である。

　⑧２００９年時点までに住宅用太陽光発電を設置

している既設システムから２０年間買取を行う場

合，２００９年までの既設システムを２.０６GW，買

取価格を６０円／kWhとすると，既設システム

からの FIT買取補償額は，１１年目～２０年目ま

で，年額で１２３７億円程度が，毎年追加的に必要

になる。負担が大きいと判断する。

　⑨既設システムから２０年買取を実施する場
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合，電力集中型企業に対する特恵を実施したと

して，FIT分担金は，最高で０.１２円／kWh程度

高くなる。

　⑩既設システムから２０年買取を実施した場合

でも，原油輸入費用の節約効果，石油火力発電

代替とした場合のCO２排出権購入費節約効果に

よって，FIT買取補償額の約３０％～４０％を回収

することができる。

３　電力集中型企業に対する特恵の設定と影響

　FIT実施により，購入電力を大量に使用する

電力集中型企業では，FIT分担金の負担が大き

くなるため，電力集中型企業に対しては，FIT

分担金を軽減する特恵制度が必要である。ここ

では，どのような条件によって特恵対象の事業

所を限定すべきかを考察した。

　一事業所あたりの購入電力使用額は工業統計

では捕捉されていないため，便宜的に，工業統

計表の第１２２０表および第４１１０表から，３０人以上

の事業所を対象にした産業細分類により，電力

集中型産業を次の条件で抽出した。a．付加価

値に占める購入電力使用額の割合が１０％となる

産業を抽出した。b．購入電力使用額が１７０億

円を超える産業を抽出した。c．製造業全体の

購入電力使用額の約０.５％を目安として，これ

を上回る産業を電力集中型産業として抽出した

（２００７年度の場合，１７０億円（図１２，１３。紙面の

制限で主要な産業のみ示す）。d．エネルギー

バランス表（本表）から，産業別にみた購入電

力量と自家発電の比率を算出した。次の点を確

認した。

　①購入電力使用額が付加価値額の１０％以上

で，かつ購入電力使用額が１７０億円を超える産

業は，わずか１４業種である。２００７年の場合，こ



の二つの条件を満たす産業は，無機化学工業製

品製造，ソーダ工業，圧縮ガス・液化ガス製

造，セメント製造，鉄鋼業，製鉄業，高炉製鉄

業，フェロアロイ製造，製鋼・製鋼圧延業，製

鋼・製鋼圧延業，鉄素形製造，非鉄金属・同合

金圧延，アルミニウム・同合金圧延業などであ
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る。

　②付加価値額に対する購入電力使用額の比率

が１０％となること条件とすると，付加価値額が

大きい産業は特恵対象に該当しなくなり，付加

価値額の少ない小規模事業所が特恵を受けやす

くなる。付加価値額に対する購入電力使用額の

図１２　購入電力使用額の高い産業，付加価値額に対する購入電力使用額が多い産業，その１（２００７年）
出典：平成１９年工業統計表「産業編」データ（経済産業省），１２２０表。３０人以上の事業所に関する統計表。



比率１０％を満たす産業の多くは，付加価値額が

相対的に小さい産業である。

　これに対して，付加価値額が大きい産業（パ
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ルプ・紙製造，紙製造，化学工業，有機化学工

業，石油化学工業製品，医薬品製造，石油製品，

石油精製，ゴム製品製造，タイヤ・チューブ製

図１３　購入電力使用額の高い産業，付加価値額に対する購入電力使用額が多い産業，その２，（２００７年）
出典：平成１９年工業統計表「産業編」データ（経済産業省），１２２０表。３０人以上の事業所に関する統計表。
注）亜鉛第一次精錬・製造業は，付加価値額に対する購入電力比率が２４６％で，付加価値額より購入電力が大

きい。紙面の都合で表示を省略している。



造，自動車タイヤ・チューブ製造，一般機械器

具製造，一般産業用機械・装置製造，電気機械

器具，電子部品・デバイス製造，集積回路製

造，半導体素子製造，輸送用機械器具製造，自

動車製造，自動車付属品製造，精密機械製造な

ど）では，付加価値額に対する購入電力使用額

の比率は１０％未満である。特恵条件の設定にお

いては，一定額以上の購入電力使用額に達する

事業所または企業が特恵対象になるように，設

定する必要がある。

　ドイツの EEG（再生可能エネルギー法，

Erneuerbare-Energien-Gesetz；以下，EEGと記

す。２０００年施行，２００４年改正，２００８年再改正，

２０１０年再々改正）における電力集中企業に対す

る特恵では，a）購入電力量が年間１０GWhを超

え，かつb）粗付加価値額に対する購入電力額

が１５％を超える企業に特恵が与えられる。しか

し，b）の条件により，特恵制度の恩恵を受け
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ているのは，主に小規模企業である（BMU，

２００９b）。反対に付加価値額の大きい企業，例え

ば自動車製造業などは特恵対象には入っていな

い。

　③日本では，電力消費量のうち自家発電比率

が高い産業では，FIT分担金による負担の影響

は，相対的に小さいものにとどまる。工業統計

表（第１２２０表）から，エネルギー総コスト（燃

料使用額＋購入電力使用額の合計）のうち，購

入電力使用額が６０％以上を占める産業を抽出し

た。購入電力使用額が付加価値額の１０％以上

で，かつ１７０億円を超える産業に該当する１４産

業のうち，エネルギー総コストに占める購入電

力使用額が６０％以上の産業は，わずかに四つ

（圧縮ガス・液化ガス製造，フェロアロイ製造，

鉄素形材製造，銑鉄鋳物製造業）である。

　④購入電力使用額の大きい産業のうち，パル

プ・紙製造，無機化学工業，ソーダ工業，セメ

図１４　産業別にみた自家発電と購入電力の比率，２００７年



ント製造，鉄鋼，製鉄業では購入電力比率は相

対的に低く，自家発電比率が高い。反対に，タ

イヤ・チューブ製造，一般機械製造，電気機械

製造，電子部品・デバイス製造，半導体製造，

集積回路製造，輸送用機械，自動車および自動

車部品製造業では，購入電力依存度が非常に高

い。これらの産業は，付加価値額が大きいた

め，特恵対象からほとんど外れてしまうにもか

かわらず，購入電力に大部分依存しているた

め，FIT分担金の負担が大きくなる（図１２， 

１３，１４）。

　⑤以上の点から，特恵制度の設計にあたって

は，付加価値額に占める購入電力使用額の比率

だけで特恵対象を限定すると，付加価値額の相

対的に小さい事業所がその恩恵にあずかり，付

加価値額の高い大規模事業所が特恵を得られな

い可能性が高い。購入電力使用額が一定規模を

こえる事業所に対して，特恵が与えられるよう

に配慮する必要がある。また，自家発電比率の

少ない企業に対して特恵を設ける必要ある。

４　公共用・産業用太陽光発電を含めた 

買取制における買取価格と逓減率

４．１　２００９年ドイツにおけるシステム価格低

下の教訓

　産業用・公共用太陽光発電（１００kW以上のシ

ステム）を含めて，買取制を導入する場合につ

いて，その買取価格と逓減率を検討する。設置

規模が大きい産業用・公共用システムでは，買

取価格と逓減率の設定が非常に難しい。産業

用・公共用システムでは，低価格の海外製品が

使用される可能性が高いこと，太陽電池は国際

市場で取引される製品であるため，国際相場か

ら乖離した買取価格を設定した場合，海外の低
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価格製品の流入によって，年間設置容量は予測

を超えて一気に急増する危険がある。

　ドイツの経験では，２００９年のシステム価格の

急落によって太陽光発電事業の収益性は１０％を

上回り，２００９年の新規設置容量は３０００MWに達

した。これは予測していた年間設置容量（２００８

年１５００MW）の倍であった。これにより太陽光

発電からのEEG買取費用は増加し，２０１０年の

EEG買取費用（１２３０万ユーロ，予測）のうち，

太陽光発電からの買取費用（３９０万ユーロ，予

測）が３２％を占めると予測される（２０１０年２月

１０日，Fraunhofer-Institute for Solar Energy 

Systems ISE, Energy Policy部長，Stryi-Hipp氏

へのインタビュー。Stryi-Hipp，２００９年１１月２６

日，ケルンにおけるPhotovoltaikmarkt発表資

料）。これに対応して，ドイツ環境省は２０１０年

７月に太陽光発電に対して，一回限りの臨時の

逓減率－１６％を導入する方向で，現在議論中で

ある（現在議論中であるが，実施時期，臨時の

逓減率の数値が多少，変更になる可能性がある

（BMU，２０１０）。

　ドイツにおける関係者ヒアリングから，次の

点を確認した。

　①国際市場のシステム価格を考慮して，買取

価格を設置する必要がある。国際市場でのシス

テム価格から大きくかけ離れた水準で，買取価

格を設定することは，太陽光発電市場の沸騰を

招く。システム価格に対する売電収入の比率が

１０％を超えると，年間設置容量は急激に増加

し，予測不可能な加熱に陥る危険がある。

　②高い買取価格を設定した場合，買取費用が

膨大になるため，急速な逓減率を導入せざるを

得なくなる。高い買取価格を長期間続けると，

FIT制度を財政的に維持できない。１０％を超え

る急速な逓減率では，産業界（太陽電池製造メ



ーカーおよび太陽光発電事業）は適応できな

い。

　③再生可能エネルギーに対する投資安全性を

確保する観点から，逓減率または逓減率の決定

方法は，少なくとも３年前に提示される必要が

ある。単年度ごとに逓減率が変更されると，企

業は太陽光発電に投資できない。逓減率の予告

は，企業が投資計画を立てるため，投資安全性

を保障するために必要である。

　④日本水準のシステム価格と，ドイツ水準の

システム価格との中間水準のシステム価格を想

定して，買取価格を設定することは，有意義で

ある。中間水準の買取価格は，国内太陽電池

メーカーおよび設置業者に対して，システム

価格の低下を要求する圧力となる。多くのメ

ーカーは，新しい買取価格に合わせてシステ

ム価格を下げる努力をするであろう（２０１０年２

月，Dr. Jochen Diekmann氏（Deutsches 

Institut für Wirtschaftsforschung，主任研究

員），Mr. Stryi-Hipp氏：Fraunhofer-Institute 

for Solar Energy Systems ISE，再生可能エネル

ギー政策部長）へのヒアリングによる）。

４．２　〈高価格・急速逓減率〉FITと〈低価格・

緩やか逓減率〉FIT，公共用・産業用

システムを含めたFITの買取価格と逓

減率

　公共用・産業用システムを含めてFITを実施

する場合について，買取価格，逓減率，買取費

用を試算する。公共用・産業用システムは設置

規模が大きいため，買取価格しだいで年間設置

容量に劇的な違いが発生する点で，買取価格と

逓減率の設定が難しい。これについて検討す

る。

　為替相場にもよるが，現在の日本国内のシス
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テム価格は，ドイツに比べてかなり高い水準に

ある。２０１０年１月時点で，ドイツの１００kW以下

のシステム価格は，２８００ユーロ台／kWp（BSW

調べ。約３３.６万円，１ユーロ＝１２０円）である。

大規模設置およびCdTr薄膜タイプは，これを

かなり下回る。他方，日本市場のシステムの価

格は，住宅用で４９～６０万円／kWpである。

　①早期に普及を進めるには，設置費用を１０年

で回収する買取価格が必要である。買取価格

は，日本のシステム価格を前提にすれば，４９円

～５５円／kWhが必要である。ドイツのシステ

ム価格およびEEGの買取価格よりも高価格で

買い取りを始めることになるため，急速な逓減

率が必要になる。そうでなければ，買取費用が

膨大になり，制度の維持が困難になる。

　②ドイツのシステム価格を前提にすれば，買

取価格は３４円／kWh程度が必要である。この

場合は，現状の日本水準のシステム価格を購入

した場合は，１０年回収を実現できない。この点

を考慮して，低い買取価格に対応した緩やかな

逓減率が必要になる。

　以上を考慮して，二つのタイプのFITの設計

を検討する。

　①一つめは，高い買取価格と急速な逓減率を

採用するFITである。〈高価格・急速な逓減率〉

型のFITは，小規模設置（住宅用～１００kW以

下）は５８円／kWh，大規模設置（１００kW以上）

は４４円／kWhで買取価格を設定する。これは，

日本のシステム価格水準で回収年数１０年を実現

する買取価格である。逓減率は，１００kW以下シ

ステムは年６.５％～７.５％とし，１００kW以上シス

テムには７.５～８％とした。日本市場における

価格競争は未知であるため，ドイツの逓減率

（９％）より低めにしている。

　②二つめは，低い買取価格と緩やかな逓減率



のFITである。〈低価格・緩やか逓減率〉型の

FITでは，ドイツ水準のシステム価格を想定し

て回収年数１０年を可能にする買取価格にした。

議論を簡単にするために，ここでは，住宅用シ

ステム，公共用・産業用システムの用途区別は

せず，設置規模により区別した。小規模（住宅

用～１００kW）システムは４５円／kWh，大規模シ

ステム（１００kW以上）は３３円／kWhで買い取る
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ことにした。逓減率は，小規模システムが年

３％～５％，大規模システムが年３％～６％と

した（表５，図１５）。

　③買取期間は，二つのタイプとも，小規模お

よび大規模システムとも，運転開始後２０年とし

た。新規稼動システムに対する買取は，小規模

システムは２０１０年～２０２１年まで，大規模システ

ムは，２０１０年～２０１６年までとした。家庭用電気

料金が現在の２４円／kWhから，年０.０５％で上昇

するものと仮定すると，大規模システムの買取

価格は，２０１７年に家庭用電気料金よりも低くな

る（grid parity）。小規模システムの買取価格

は，２０２２年に家庭用電気料金よりも低くなる。

　④総電力消費量は，「長期エネルギー需給見

通し」における「最大導入ケース」の発電電力

量（電気事業用）の推移と同じ変化率で，電気

事業用電力需要が推移すると仮定した（総合資

源エネルギー調査会・需給部会，２００８）。ただ

し２０２０年以降は，電力消費量は一定のまま推移

すると仮定した。

　⑤導入目標量は，２.１節と同様に，累積設置

表５　〈低価格・緩やか逓減率〉FITと〈高価格・急速逓減率〉FITの買い取り価格と逓減率

日本水準システム価格で１０年回収が可能ドイツ水準システム価格で１０年回収が可能

高買取価格高買取価格低買取価格低買取価格
急速逓減率急速逓減率緩やか逓減率緩やか逓減率
１００KW以上１００kW以下１００KW以上１００kW以下

￥４４／kWhで買取開始￥５８／kWhで買取開始￥３３／kWhで買取開始￥４５／kWhで買取開始２０１０年
７.５％６.５％３％３％２０１１年
７.５％６.５％３％３％２０１２年
７.５％６.５％４％３％２０１３年
７.５％６.５％４％４％２０１４年
８.０％７.５％４％４％２０１５年
８.０％７.５％５％４％２０１６年
８.０％７.５％５％５％２０１７年
８.０％７.５％６％５％２０１８年
８.０％７.５％６％５％２０１９年
８.０％７.５％６％５％２０２０年
８.０％７.５％６％５％２０２１年

図１５　〈高価格・急速逓減率〉型FITと〈低価格・緩や
か逓減率〉型FITにおける逓減率と買取価格の
比較



容量で，小規模システムが２０２０年までに

１８.５GW，２０３０年までに３１.６GW，大規模システ

ム が２０２０年 ま で に１８.５GW，２０３０年 ま で に

４７.４GWとした。小規模システムおよび大規模

システム合計で，２０２０年までに，累積容量

３７GW，２０３０年までに７９GWを導入するとした

（図１参照）。

４．３　〈高価格買取・急速逓減率〉FITと〈低

価格・緩やか逓減率〉FITの費用

　試算結果を示す。①FIT買取補償額は，〈高

価格買取・急速逓減率〉FITでは，２０１５年に

８３９５億円，２０２５年には１兆１８８０億円も必要にな

る。〈低価格・緩やか逓減率〉では，２０１５年に

７０６１億円，２０２５年に１兆５４８億円となる（図

１６）。

　②電力消費１kwhあたりのFIT分担金は，
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〈高価格買取・急速逓減率〉FITでは，２０２０年ご

ろには，約１円／kwhが必要になる（表６，図

１７）。ここでは，FIT分担金は，最終電力消費量

の１５％部分を，電力集中型企業へ特恵を実施す

ると仮定している。FIT分担金は，〈高価格買

取・急速逓減率〉FITの場合，２０１５年には０.７円

／kWh，２０２０年～２０２９年までは，約１円／kWh

が必要である。いずれのタイプも，FIT分担金

の違いはごく，わずかである。

　③前述した買取価格の場合，〈高買取価格・

急速逓減率〉型FITでは，たとえ逓減率を急速

に低下させても，FIT買取補償額の負担が大き

高買取価格，急速逓減率低買取価格，緩やか逓減率
FIT買取補償額
（百万円）

１９９,１９７１５３,７２８２０１０年
８３９,５７９７０６,１３４２０１５年
１,１５４,４８３１,０１９,６６０２０２０年
１,１８８,０３０１,０５４,８５５２０２５年
９８８,８３４９０１,１２６２０３０年
３４８,４５２３４８,７２０２０３５年

図１６　FIT買取補償額の比較，〈低買取価格・穏やか逓
減率〉型FITと〈高買取価格・急速逓減率〉型
FITの比較

図１７　〈高価格・急速逓減率〉型FITと〈低価格・緩や
か逓減率〉型FITによるFIT分担金（１kWhあ
たり）の比較

表６　〈低買取価格・緩やか逓減率〉FITと〈高買取
価格・急速逓減率〉FITにおけるFIT分担金
（電力集中企業に対する特恵実施の場合）

〈高買取価格・急
速逓減率〉FIT

〈低買取価格・緩
やか逓減率〉FIT

FIT分担金
（特恵実施）
（￥／kwh）

０.７４０.６２２０１５年分
１.０１０.９０２０２０年分
１.０４０.９３２０２５年分
０.８７０.７９２０３０年分
０.３１０.３１２０３５年分



い。FIT分担金における二つのタイプの違い

は，わずかである。しかし，〈高買取価格・急

速逓減率〉型FITの場合，大量に電力を消費す

る企業で非特恵である場合には，FIT分担金の

負担が大きくなるはずである。

　④日本におけるFIT導入の示唆として，〈高

価格買取・急速逓減率〉FITと〈低価格・緩や

か逓減率〉FITの中間あたりの買取価格，逓減

率を採用するのが望ましいと考える。換言すれ

ば，ドイツと日本のシステム価格の中間のシス

テム価格を想定して，買取価格を設定するのが

望ましいであろう。

５　結論

　①EEGの考察から，ドイツ並みの普及量を

実現するには，収益率（システム価格に対する

売電収入の比率）が１０％程度になるような買取

価格が必要である。反対に，収益率が１０％をこ

えるような買取価格は，太陽光発電設置容量の

過熱状態を招く危険がある。

　②買取価格と逓減率は，単年度方式ではな

く，３年程度先まで予告されることが必要であ

る。買取価格と逓減率が単年度ごとに決定され

る方式では，再生可能エネルギー投資を拡大す

ることができない。制度の継続性と投資安全性

が投資の拡大に不可欠である。ただし，買取価

格と逓減率は，その「計算方法」が予告されて

いれば，産業界は準備することできる。

　③FIT実施に伴う買取費用（FIT買取補償額）

の３０～４０％は，原油輸入費用の節約およびCO２

排出権購入費用の節約分によって回収すること

ができる。原油価格が将来上昇する場合には，

節約効果が大きくなる。

　④電力集中型企業に対する特恵の設定にあた
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っては，年間購入電力量の大きい企業への特恵

を設定する必要がある。特恵条件を，「付加価

値額に占める購入電力量の比率が１０％以上」な

どの比率で設定する場合，特恵の恩恵を受ける

のは，主に中小企業になる。特恵条件の設定で

は，自家発電の比率が少ない企業に配慮する必

要がある。付加価値額が大きく，自家発電比率

が低い企業は，FIT分担金の負担が大きくな

る。

　⑤住宅用太陽光発電について，既設システム

から２０年の買い取りを実施すると，FIT買取費

用の負担が大きく，FIT分担金を￥０.１／kWh程

度押し上げる。

　⑥〈高買取価格・急速逓減率〉型FITでは，

たとえ逓減率を急速に低下させても，FIT買取

補償額の負担が大きい。〈高価格買取・急速逓

減率〉FITと〈低価格・緩やか逓減率〉FITの中

間の買取価格，逓減率を採用するのが望まし

い。日本市場と海外市場とで，システム価格に

乖離がある場合，海外市場のシステム価格を考

慮した買取価格を設定しなければ，収益率が高

くなりすぎる危険がある。

注
１） 大量の太陽光発電の普及は，相対的に導入規
模の大きい公共用・産業用システムの大量導入
によって，支えられなければならない。例え
ば，ドイツでは，２００８年の年間新規設置容量
１５００MWのうち，１０kW以下の住宅用太陽光発
電が約５５％，１０～１００kW，および１００kW以上の
システムが３５％，地面設置が１０％程度を占め
る。地面設置の多くは，中規模から巨大規模の
設置である（BSW, Jan Knaack氏，および
Fraunhofer Institute for Solar Energy Systems 

ISEエネルギー政策部長，Stryi-Hipp氏へのイン
タビューと提供資料による。２００９年３月および
９月）。



２） EEGでは，既存システムからの電力は，EEG
法施行年（２０００年）に設置されたものとみなし
て，新規設置と同様に，発電量全量を買い取り
している。EEG法では，既存システムからの
買取期間は，新規設置システムと同様に，２０年
である。

３） ドイツ環境省による再生可能エネルギー発電
に関するCO２排出回避効果の計算においても，
太陽光発電は，原子力発電とは代替していな
い。BMUは，太陽光発電が石炭火力５０％，天
然ガス発電５０％と代替するものとして計算して
いる（BMU，２００９a）。
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Abstract: In order to counter climate change, we must increase electricity production from 

renewable energy sources as quickly as possible. This paper analyzes the costs and economic 

benefits of feed-in tariff schemes (hereafter, referred to as FIT) for photovoltaic electricity 

(hereafter, referred to as PV electricity) in Japan. 

　First, the paper examines the FIT scheme for residential PV electricity. This research proposes 

a scenario in which 18.5 GW in cumulative capacity of residential PV is installed by 2020 and 31.6 

GW by 2030. The scenario projects a twenty-fold increase in cumulative capacity by 2020 and a 40-

fold increase by 2030, from the 2007 level. The research estimates the cost of the FIT 

remuneration with privilege for electricity-intensive businesses, the FIT surcharge, avoidable costs 

for oil import and avoidable costs for CO2 credit. Second, based on a comparison with Germany, 

the research investigates conditions of privilege for electricity-intensive businesses in Japan which 

allow reduction of the FIT surcharge. Third, the paper compares the FIT with a high-level tariff 

and a rapid degression and the FIT with a low-level tariff and a mild degression. Both FIT 

schemes follow a scenario projecting 37 GW of cumulative capacity by 2020 and 79 GW by 2030 

including industrial and public PV systems. The research makes clear the following points: 

　 1) The experiences from the German FIT scheme show that PV tariffs must be sufficiently 

high to enable PV power producers to have an annual profitability around 10 %. In order to 

expand the Japanese PV installation with steady growth, tariffs need to be announced for PV 

investors a few years ahead to give them predictability and to reduce investment risks.  

　 2) If oil prices continue at a high level, around 30 to 40 % of the FIT cost for remuneration 

could be paid off through the reduced expense for oil imports. When the price of crude oil 

continues to increase at 3%/year from the level of $80/barrel, 36% of the FIT cost for 

remuneration in 2020 could be paid off through the reduced cost for oil imports.  

　 3) The privilege of the FIT surcharge for electricity-intensive businesses must be given to 

businesses which purchase a large amount of electricity from the grid, rather than businesses 

which show a large percentage of electricity consumption in comparison with the companies’ 

annual profit. If the privilege is set according to a percentage of electricity consumption in the 

profit, the privileged businesses would be small-scale companies in many cases. 

The Costs of Feed-in-Tariff Schemes for Photovoltaic Electricity:
A Comparison of Germany and Japan

TAKEHAMA Asami＊

＊Professor, Faculty of Social Sciences, Ritsumeikan University
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　 4) The FIT scheme with high tariffs and rapid degression would lead to a high cost of FIT 

remuneration, even if the scheme has a rapid decrease in degression. It is suitable to set a 

medium level tariff and degression between the two types of FIT. It is estimated that the FIT 

surcharge would be about 0.9 to 1.1 \/kWh in 2020.

Keywords: Photovoltaic electricity, Feed-in-Tariffs, Electricity-intensive businesses, Degression of 

tariffs, Remuneration costs, CO2 emission reductions, Oil import costs


